
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
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分析欄
財政力・・・人口の減少（H12国勢調査人口4,029人、H7同人口4,405人）に加え、中心となる産業、大きな企業
　　　　 　　 などが少なく、歳入に占める地方税の割合は全体の6.2％にとどまっている。 今後は、地方税の徴
                収強化、行政経費の削減等に努めながら、少子化対策などを推進し、財政基盤の強化を図る。
経常収支比率・・・総合福祉施設整備、経済対策、過疎対策など、近年の社会資本整備に係る公債費や扶助費、
               下水道整備による繰出金が増加傾向にある。また、収入に占める割合の高い交付税は減少傾向
               にあるため、類似団体に比べて高い水準にある。事業の見直しにより経常経費の抑制、投資の縮小
               を図りつつ健全財政を確保する。
ラスパイレス指数・・・ラスパイレス指数については、ここ数年低下傾向にある。今後、給与体系､手当の見直しも
　　　　　　　含め、更なる縮減努力を行う。
起債制限比率・・・過疎対策事業など交付税算入のある有利な地方債の発行により、起債残高は高いものの比
                率は全国平均を下回っている。今後は事業の優先順位等も考慮しながら、新規地方債の発行を抑
　　　　　　　　制し、交付税の動向にも注目し、同比率の上昇を抑えていく。
地方債残高・・・総合福祉施設整備、経済対策、過疎対策など近年の大規模事業の実施に伴い残高が増加して
　　　　  　  いる。今後、学校施設の大規模改修等による地方債の発行が見込まれるため、他の事業については、
　　　　　 　 優先度の高いものを選択し順次計画的に実施する。
人口千人あたりの職員数・・・全国平均は上回っているものの、ほぼ類似団体平均で推移している。平成１７年４
　　　　　 　 月の合併により、職員数の削減が健全な財政運営に与える影響は大きく、今後、計画的に定員管理
                の適正化を図っていく。


